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■要 旨
本課題班は北京市什刹海地区における住民の生活状況について調査を行っ
た。本論文はその調査結果の報告と分析である。今回調査した什刹海地区は北
京市の比較的中心に位置しており、当該地区は北京市の重要な歴史文化保護区
である。そこは一方で歴史文化保護区であるが、他方で住民の居住が比較的手
狭な地区でもある。このことだけをみても、当該地区が管理上の矛盾に曝され
ていることが分かる。本報告では当該地区住民の生活状況、活動状況、居住状
況、居住願望などについて比較的全面的な分析を行う。さらに、この分析をも
とに、本報告では北京旧市街区域の保護と改造に関するいくつかの基本原則を
提案する。もしこれらの基本原則が遵守できれば、われわれは上述した矛盾を
緩和し解決を促すことができると考える。また、本報告では今回の調査研究が
調査方法に与える教えに言及しつつ、中国で社会調査を行う際に直面した新た
な問題を指摘し、その問題に対する解決策の提案を行う。
キーワード：旧市街区域の保護、旧市街区域の改造、住民の住宅状況、北京
257
1 北京市什刹海地区の都市保護改造の背景
什刹海地区は北京市の比較的中心に位置し（什刹海地区の地図は 263ペー
ジ 図 1を参照）、北京市にある 25の旧市街区域保護区のうち、もっとも
広い地区である。今回の調査は什刹海地区全体ではなく、そのうちのごく一
部を対象にしている。具体的な場所は「烟袋斜街居民委会」地区であり、
「地外大街」と烟袋斜街、大石碑胡同、小石碑胡同、万年胡同、前海東沿五
条胡同が含まれている。戸籍に登録されている人口数は 1473人、計 433戸
あり、占有面積は 6.85ヘクタール、家屋総数は 2560.5軒あり、建築面積は
42251.2平方メートル（使用面積は 31325.4平方メートル）である。
今回の調査研究は当該地区における「旧市街区域の保護と改造」の問題を
探ることを目的にしている。ここで中国における都市の「保護と改造」の意
義について説明する必要がある。北京市は歴史的な古都であり、北京地区の
主要都市の形成は西周時期（西暦前の 11世紀から西暦前の 771年）［侯仁之
・唐 峰編，2000 : 26−32］に遡ることができる。この歴史的な古都と文化
遺産を保護するために、2000年 7月から北京市政府組織の専門家と研究組
織は「北京旧市街区域 25ブロックの歴史文化保護区の保護計画」を編制し
た。25ブロックの歴史文化保護区の総面積は 1038ヘクタールで、北京旧市
街区域の総面積の約 17％を占める。そのうち、もっとも重点的な保護区の
面積は 649ヘクタールで、建設制限が加えられたのは 389ヘクタールであ
る。これに付け加えて、すでに北京市政府の許可を得た旧市街区域内には、
200余りの項目の各レベルにある文化財保護組織の保護範囲とその建設制限
地区があり、保護と制限地区の総面積は 2383 ヘクタールに達する。これ
は、旧市街区域の総面積の約 38％を占める。前述したとおり、什刹海地区
は北京市にある 25ブロックの旧市街区域保護区のうち、もっとも広いブロ
ックである。
では、「改造」にはどのような意義があるか。これらの旧市街区域では、
歴史遺跡の文化的意義は大変重要である。しかし、住宅の多くは比較的古
く、住民の居住状況も比較的悪く、住むのにも手狭なうえ、基礎設備も非常
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に不十分である。このため旧市街区域の保護と同時に、住宅の修復、修繕と
改造をとおして、住民の居住と生活条件を改善する必要がある。これらの活
動について、中国では一般的に「旧市街区域改造」と呼ぶ。
北京旧市街区域の保護と改造には相当な困難がある。それが非常に難しい
原因には以下のようなものがある。
第一に、保護と改造の間にある矛盾が挙げられる。すでに上述したとお
り、ここでいう保護とは、什刹海地区の歴史文化遺跡の保護を指しており、
旧市街区域の古い住宅や四合院2）の屋敷を保護し、これらの基本的なたたず
まいを守ることである。これに対して、改造とは住宅の改造を通して住民の
居住面積を拡大し、住民の居住条件を改善することを指す。このように、保
護と改造との間には大きな衝突があり、矛盾が存在している。住民は生活条
件の改善を望んでいる。彼らにとってみれば、もっとも緊迫しているのは歴
史や文化の保護ではなく、居住条件の改善である。しかし、そうなると、現
代の居住環境に適合しない古い住宅を建て替えることになる。もし古い住宅
を建て替えることになれば、旧市街区域保護の仕事は破壊される。故に、保
護と改造を同時に実現するのは極めて困難なことである。
第二に、「外遷」と「回遷」の矛盾についてである。「外遷」とは当該地区
の住民が他の場所に転居することであり、「回遷」とは住宅の改造、修復、
修繕が完了したのちに、もとの住民が改めて住居に戻ることである。実は、
什刹海地区の古い住宅の保護という目標を実現させるのに最良の方法と考え
られるのは住民を当該地区から移転させて住宅を修繕し保存に重点をおくや
りかたである。しかし、これを達成するのは難しい。まず、当該地区の住民
の多くはこの地に長い間住んでおり、彼らの仕事や生活はすでに当該地区と
一体となっているため、そこから移転したくない人が少なくない。次に、移
転に伴う補償費用が比較的高く、資金面においてとても困難である。さら
に、「外遷」それ自体は旧市街区域の市民文化や社会構造を打ち壊してしま
う。この方法では建物の保護には良いが、しかし、旧市街区域の社会文化に
とっては破壊的である。故に、北京の旧市街区域修繕後はしばしば「回遷」
という方式をとる。だが、旧市街区域の住民人口は比較的密集しているた
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め、修繕後の住宅面積に大きな変化が見られず、回遷後になお大きな矛盾が
存在している。
第三に、住宅の所有権という難題についてである。什刹海地区の住宅の所
有権と中国の多くの都市旧市街区域地区のそれとの状況は似通っている。故
に、この研究は中国では普遍的意義をもつ。住宅の主な所有権には 4つの形
態がある。その 1、所有権が単位（職場）にある住宅である。この種の住宅
は機関、学校、企業などが所有し、住民のうち或る者は単位の職員であった
り、或る者は単位の職員が住んだのちに、息子、孫の世代にわたったりして
いる。この類の住宅がもし歴史文化的保護住宅に属していれば、単位と協議
する必要がある。それと同時に、代々ここに住んできた職員あるいは職員の
子孫とも協議しなければならない。今回の調査ではこの種の住宅の比率はと
ても低い。その 2、住民が私的に所有し、かつ自分たちが住んでいる場合
（以下「私有自住住宅」と略称する）。ここでは、住宅の保護と改造は所有者
図 1 北京市什刹海地区の地図
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の同意が必要となる。その 3、私的に所有する住宅を賃貸で居住している場
合（以下「私有住宅賃貸」と略称する）。この住民の場合は道理から言っ
て、この種類の住宅が私的に所有されているので、所有者の意見を聞けばい
いわけであるが、しかし、実際の状況はさらに複雑である。というのも、
「私有住宅賃貸」は毛沢東の「平均主義」政策期からでてきたもので、当時
の政策に従えば、住宅所有者は住む場所のない人々に住宅を提供すべきであ
った。そのうえ、借り主のなかには当該住宅に住んでから数十年または半世
紀に達する者もおり、政策に従えば住宅所有者は彼らを追い出すことはでき
ない。故に、旧市街区域保護改造はこれらの借り主の意見をも求める必要が
ある。その 4、直接公が管理し所有する住宅の場合である。この類の住宅の
比率はもっとも高く、状況ももっとも特殊である。1950年代の毛沢東の社
会主義改造運動以後、都市のなかに本来は私的に所有されていた住宅の多く
は、複数に重なり合う複雑な原因により、都市基層政府の住宅管理所が直接
管理する「公管公有住宅」となった。この公管公有住宅は長い間、住宅をも
たない都市住民または貧困層に分配され、家賃もとても低く抑えられている
ため、福祉住宅的な性質をもつ。この種の所有権形式は今日に至るまで続け
られ、これらの住宅の住民は事実上、すでに永久居住権をもつに等しく、故
にこれらの住民との協議も必要である。
第四は、資金面の問題についてである。もし、十分な資金があれば旧市街
区域の保護と住民の住宅改善の両方を解決することは難しくない。しかし、
現在直面している問題は資金不足である。政府が当該地区の旧市街区域保護
に拠出できる資金にはかなりの限りがあり、当該地区の住民の収入水準も高
くないため、旧市街区域保護も住民の住宅改善も困難に陥る。では、北京に
ある他の多くの地区の建設には、なぜ資金問題が存在せず比較的順調である
のだろうか。それは他の多くの地区は都市改造過程において、多数の高層マ
ンションを建設し、住宅の容量をかなり拡大できたからである。これにより
住宅改造に巨大な資金と利潤を生じさせることができたため、資金問題は存
在しなかったのである。これに対し、什刹海地区は北京旧市街区域保護のう
ちもっとも広いブロックであり、当該地区にある建物は厳格な高さ制限を受
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けており、改築された住宅はもとの高さを超えてはならず、住宅の容量を広
めることができない。このため、当該地区の住宅改造にともない、十分な資
金を生じさせることができないばかりか、高さ制限によって、改造後にもと
から手狭であった住民の住宅を拡大させることも難しい。
以上は 4つの側面からみた難題を挙げたにすぎないが、実際の困難はこれ
らよりさらに多い。したがって、ここからだけでも北京の旧市街区域の保護
と改造の難しさを感じ取ることができるであろう。これらの困難と問題を前
に、本課題班は調査研究をとおして、問題解決のいくらかの糸口を見つけ出
すことを試みる。本論文はまず調査に関する基本状況を紹介し、その後、住
民の居住に関する問題と困難に分析の比重をおき、旧市街区域保護と改造の
いくつかの難題を分析し、最後に本課題班が前述した難題の解決に向けてい
くつかの政策構想と政策立案を提示する。
2 調査の基本状況
2. 1 調査実施過程
今回の調査は 2003年 3月に始まり、調査の実施過程において、区政府、
区建設委員会、什刹海管理委員会と居民委員会の多大な支持を得た。管理委
員会と住宅管理所の同志は週末休日を繰り上げて私たちの調査員とともに住
民の自宅に出向き訪問を行った。調査組織の仕事は課題班の成員が共同参加
し、計 7班に分けた。それぞれの班にはさらに小班を設け、建築学部と社会
学部の学生がペアを組んだ。具体的な調査研究において社会学部の学生はア
ンケートを埋める作業をし、建築学部の学生は図面作成の作業を担当した。
2. 2 調査のサンプル状況
今回の調査は計 2週間を要した。住宅管理所の住宅登記本に基づいて、296
戸の住民を訪問することを計画した。しかしのちに住民が留守であったり、
訪問を拒否したり、時間がない等々の理由で、一部の住民の訪問は実現でき
なかった。最終的には 5個の胡同のなかの 74戸の門札、計 221部のアンケ
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ートを完成した。
2. 3 住宅の所有権状況
今回の調査により当該地区でもっとも主要な住宅の所有権形式はすでに説
明した公管公有住宅であり、全住宅の 64.2％を占めることがわかった。公
管公有住宅であるため、所有権は当該地区の政府に帰属する。このことは当
該地区の保護改造問題において政府が重要な働きを果たすことを意味する。
故に、良い政策を立案することは非常に重要である。私有自住住宅の比重も
比較的高い。私有自住住宅と私有住宅賃貸を合計すると、計 30％を占める
ため、私有住宅も保護と改造のもう一つの重点である。
2. 4 人口分布
調査を行った 774人のうち、男性が 355人、女性が 419人で、男女比は 84.73
％である。調査で明らかとなったように、当該地区の住民の平均年齢は 41.96
歳で、そのうち、18歳以下は 15.4％ で、35−45 歳は 23.1％、55 歳以上は
22.9％である。18歳以上の人口の教育水準は大学以上が 1.8％、大学と専科
学校は 15.2％、高校と職業高校3）は 31.1％、中学校は 36.2％、小学校は 10.4
％、非識字は 5.3％である。北京市都市区の住民の全体教育水準と比較すれ
ば、当該地区のそれは低い傾向にある［北京市統計局，2004 : 71］。
図 2 住宅所有権構成
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職業の特徴からみれば、調査対象の 490人のうち、離職・定年退職者の割
合はもっとも高く 27.35％を占め、比率の高低で示していけば、商業サービ
ス業従業員 11.1％、一時帰休者 11.1％、失業・無職者は 10.7％、工業運輸業
生産者は 10.9％、学生は 6.4％で、事業組織管理者は 3.1％、医療業務従事
者は 2.7％、教育関係者は 2.5％、工商企業管理者は 2.5％、個人経営者は 2.3
％、自由業者は 2.0％、科学研究技術者は 1.8％であり、他の職業グループ
はいずれも 1％以下となっている。つまり、職業からみれば、離職・退職者
と一時帰休者、無職者で半数を占めており、このことから当該地区の住民の
経済的活動能力とその負担能力は比較的低いことが説明される。
2. 5 在住期間の長短
1949年前から住み始めたのは 11.3％、1949−1959年は 16.9％、1960−1969
年は 17.4％、1970−1979年は 14.4％、1980−1989年は 17.4％、1990年以降は
22.6％を占める。すなわち 80％近くの住民は 1990年以前から当該地区に住
み始めた者である。居住期間が長いことは住民が当該地区に比較的強い依存
性をもっていると説明できる。
2. 6 住民の収入水準
調査から 206戸の家庭の月平均収入は 2223人民元（以下「元」と表記す
表 1 住民の家族一人あたりの月収入
家族一人あたりの月収入 戸数 パーセンテージ 有効パーセンテージ
299元以下
300～499元
500～699元
700～999元
1,000～1,499元
1,500～1,999元
2,000元以上
23
21
45
39
46
14
14
10.4
9.5
20.4
17.6
20.8
6.3
6.3
11.4
10.4
22.3
19.3
22.8
6.9
6.9
合 計 202 91.4 100.0
サンプル総数は 206個であったが、4個のサンプルはこの問題を答えていなかっ
たため、合計の戸数は 202個となった。
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る）4）で、うち月収入の最高は 2万元であり、最低は収入なしであることが
わかった。家庭人口平均統計によれば、家族の一人あたりの月収入は 906元
である。北京でこのレベルの収入は中下レベルに属する。具体的な収入状況
は表 1を参照されたい。
3 住民の住宅、居住状況と居住願望に関する分析
本節では調査した住宅の基本状況について分析を行う。この分析の目的は
本課題が北京市旧市街区域の保護と改造の基本的な構想を提示することにあ
る。そこで、ここでの住宅状況の分析は住民と密接に関連する利益の問題に
比重をおき、以下の 6つの側面に分けて分析を行う。
3. 1 住宅の建築時期と建築の質量及びその所有権分析
すべての住宅のなかで、1949年以前に建築されたのは 93戸で、全体の
41.1％を占める。70年代と 80年代に建てられたのはそれぞれ、26戸と 27
戸で、11.8％と 12.7％となっている。そして、90年代以降は 20戸で、9.1
％である。このほかの 25.6％ は建てられた時期が不明である。このよう
に、かなりの割合の住宅の歴史は比較的長いものであることがわかる。
また、建築の品質からみれば、比較的質が悪い 4類と 5類の住宅5）が、約
10％を占め、また 3類のものが 45.8％でもっとも多い。以上のことから、
当該地区の住宅は質が比較的悪く、旧市街区域や歴史遺跡保護の難易度が増
すことは明らかであり、前述したように住宅の所有権の 3分の 2近くは公管
公有住宅であり、私有自住住宅は 23.9％である。
3. 2 住宅面積とその住民利益との関係分析
当該地区の住宅はさらに 2種類に分類できる。一つは住宅登記簿に登録さ
れている合法住宅、もう一つは未登録の増築された住宅である。その多くは
1976年に起きた北京地震以後、住民が勝手に建てた住宅であり、厳しく言
えば違法住宅である。例えば、公管公有住宅を借りていた住民が許可をもら
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わないまま勝手に建てたのがそうである。そして、それらの多くは仮説住宅
的な性質をもち、品質も比較的悪い。その調査結果は以下の通りである。合
法住宅で計算すれば、当該地区の住宅の使用面積は一戸あたりにつき 21.5
平方メートルで、建築面積も戸あたり 29.4平方メートルである。もし、こ
れに住民が勝手に増築した部分を加えれば、住宅使用面積は戸あたり 33.4
平方メートルで、戸あたりに 11.9平方メートルを増築したことになる。常
住人口で計算すれば、合法住宅の一人あたりの使用面積は 9.1平方メートル
で、勝手に建てたものを加えれば、一人あたりの使用面積は 14.2平方メー
トルになる。
以上のように、当該地区の住宅面積を調査してみると増築面積は合法住宅
面積の半分に等しく増築した面積がかなり広いことがわかる。そのことは当
該地区の住宅が非常に手狭で、違法な増築をすることによってしか住宅問題
を解決できないことを物語っており、その一方で撤去、改造することがきわ
めて難しいことをも意味している。というのも、増築そのものはしばしば伝
統的な四合院のたたずまいを壊してしまうからである。そのうえ、住民は増
築部分に対しても補償を求めてくることがあるため、改造コストもそれだけ
表 2 常住人口の住宅一人あたりの使用面積状況
一人あたりの
使用面積
合法住宅 増築部分を加えた場合
回答数 パーセンテージ
有効パー
センテージ 回答数
パーセン
テージ
有効パー
センテージ
5平方メートル以下
5−8平方メートル
（8を含まず）
8−11平方メートル
（11を含まず）
11−15平方メートル
（15を含まず）
15平方メートル以上
55
51
26
16
29
25.7
23.8
12.1
7.5
13.6
31.1
28.8
14.7
9.0
16.4
9
32
24
20
43
4.2
15.0
11.2
9.3
20.1
7.0
25.0
18.8
15.6
33.6
合 計 177 82.7 100.0 128 59.8 100.0
欠損値 37 17.3 86 40.2
総合計 214 100.0 214 100.0
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増えることになる。
表 2は常住人口の一人あたりの使用面積によってグループ分けしたもの
である。合法住宅で計算すれば、多くの住民の、一人あたりの使用面積は
「5平方メートル以下」と「5−8平方メートル」の 2グループになる。しか
し、勝手に増築した分を加えると、「5平方メートル以下」の割合は大幅に
低下し、「11−15平方メートル」と「15平方メートル以上」グループの割合
が大きく増加する（有効パーセンテージを参照）。つまり、合法住宅で見て
いけば、住民の住宅は非常に手狭だが、増築分を加えると一人あたりの住宅
面積は大幅に増加する。このため、増築部分は当該地区の住民にとって非常
に重要であり、上述したとおり、このことは改造の困難さを増幅させてい
る。
3. 3 住民の住宅に対する投資
住民の住宅修繕に対する投資状況はより複雑である。仮にすべて私的に所
有されている住宅であるとすれば、住民が住宅修繕に投資するのは本来きわ
めて自然なことである。しかし、前述したとおり、当該地区は公管公有住宅
の割合がもっとも高く、全住宅の 64.2％に上る。このため、住民が公管公
有住宅に対する投資はさらに状況を複雑にしていく。では、住民はなぜ所有
権を持たない公管公有住宅の修繕に自分たちの資金を投資するのか。それは
公管公有住宅がしばしば適時に修繕されず、住宅状況が悪化したからであ
る。そこで住民が自分たちの居住条件を改善するために、お金を出して修繕
を行い長期にわたり当該住宅に住み、人によっては数十年さらには半世紀に
わたるため、彼らは住宅を自分たちのものと見なしている。また建て増しを
して住宅の面積を広くしたり、もとの住宅の横に新たに家屋を建てている住
民も少なくない。このような状況は北京市ではきわめて普遍的な現象であ
る。そして 1990年以来、当該地区の約 8 割の住民が程度こそ異なるもの
の、何らかの住宅修繕を行っていることが今回の調査で明らかになった。こ
のうち、投資額が 10000元以上なのが 4分の 1強で、有効パーセンテージの
39.7％を占めている（表 3を参照）。
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住民の住宅に対する修繕投資は保護と改造の問題をさらに複雑にしてい
る。その原因は多くの住宅が本来、所有権が公にあり、極めて明確であった
のに対して、現在では住民が住宅に投資することによって、一部の所有権を
自らが持つと考えているところにある。政府が当該地区に保護と改造を進め
ていくときに、自分たちの投資した分を取り戻したいと住民が希望するのは
ごく自然のことだ。
3. 4 住民の居住上の困難と要求
当該地域は歴史文化保護区に属しているが、大多数の住民はそれについて
あまり理解できず、歴史文化保護の意義についてもあまり感じ取れていな
い。住民は自分たちの居住と生活条件の改善にもっとも関心があり、住宅の
改造ができるだけ早く行われることを希望している。しかし、改造は必ず古
い家屋の歴史文化遺跡を破壊してしまう。今回の調査から 61.6％の住民が
住宅に様々な難点が存在していると表明していることがわかる。住宅困難類
型のなかで比較的多いのは、12歳以上の子供が両親と同室で寝起きしてい
ること（29.8％）、夜に床を作り、朝になるとたたむこと（17.7％）である。
家庭によっては何種類かの住宅困難を同時にもっている。住宅困難に関する
回答は表 4の通りである。
住民に住宅について何か特別な不満はあるかと尋ねたとき、住民の回答は
主に「住宅面積」、「衛生環境」、「敷地内空間の手狭なこと」、「住宅建築品
質」、「公衆便所の状況」等に集中している（表 5を参照）。
表 3 住民の住宅修繕投資の状況
住民の住宅修繕投資金額 戸数 パーセンテージ 有効パーセンテージ
投資金額 4999元以下
投資金額 5000−9999元
投資金額 10000元以上
65
23
58
29.4
10.4
26.2
44.5
15.8
39.7
合 計 146 66.1 100.0
欠損値 75 33.9
総合計 221 100.0
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住民に住宅修繕に関する意見を尋ねたところ、67.7％の住民は住宅面積の
拡大を望んでいて、半数近くの住民は私用の便所と浴室の建設を、4分の 1
の人は基礎設備条件（水、電気、石炭ガス）を改造することを希望している
表 4 住民が回答した住宅の様々な困難について（多項目選択問題6））
住宅困難の状況 回答人数 パーセンテージ
12歳以上の子供が両親と同室で寝起きすること
三世代が同室で寝起きすること
12歳以上の異性の子供が同室で寝起きすること
夜に床を作り、朝にたたむこと
既婚の子供が両親と同室で寝起きすること
違法な住宅に住んでいること
そのほか
以上の難点がない
59
22
11
35
9
21
33
76
29.8
11.1
5.6
17.7
4.5
10.6
16.7
38.4
表 5 住民が住宅に対する不満の具体的な内容（多項目選択問題）
住宅について特別に不満と感じる点 回答数 パーセンテージ
住宅面積
衛生環境状況
敷地内空間の手狭状況
住宅建築品質
公衆便所状況
水、電気、石炭ガス、暖房設備
敷地内と胡同の排水状況
迷惑騒音の状況
90
63
57
43
39
30
18
18
46.2
32.3
29.2
22.1
20.0
15.4
9.2
9.2
表 6 住民が出した住宅にもっとも改善を要する部分（多項目選択問題）
住宅のもっとも改善を要する部分 回答数 パーセンテージ
住宅面積の増加
私用の便所と浴室の設置
基礎設備条件の改善（水、電気、石炭ガス）
四合院内空間の整理と改善
住宅の修繕
水、電気のメーターの戸別検針と費用の徴収
そのほか
134
92
53
43
39
21
37
67.7
46.5
26.8
21.7
19.7
10.6
18.7
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（表 6を参照）。
総じて言えば、住民の住宅の困難と居住に対する不満からみて、当該地区
の非常に突出した矛盾とは、住宅改造を行うことへの住民の強烈な要求に対
して、その改造と旧市街区域保護との間には深刻な衝突が存在しているとい
うことである。
3. 5 住民の「外遷」についての態度
本論文の最初にすでに指摘したように、「外遷」は難題である。もしも住
民を外遷させることができれば、古い住宅を保護するのは比較的に容易にな
る。しかし、調査で明らかになっているように（表 7の有効パーセンテー
ジを参照）、住民のうち、37.9％の人は外遷しないか、絶対外遷しないと表
明している。もちろん、57.1％の割合の人は「受け入れられるが、しかし条
件次第である」と答え、これに外遷を希望する 5.1％の人々を加えると 62.2
％に達する。故に、対策において一部の人口を外遷することを考慮すること
もできる。このことは住宅の手狭な状況を緩和することに有効であるだけで
なく、旧市街区域の保護にも有利である。住民の回答については下記の表 7
の通りである。
表 7のなかで、57.1％の人は「条件次第で外遷を受け入れられる」と表
明している。では、これらの住民が受け入れられる条件とはいったい何であ
表 7 もし一部の住民を外遷する必要があるならば、
あなたの家族はそれを受け入れられるか？
住民の外遷に対する態度 回答人数 パーセンテージ
有効パー
センテージ
絶対受け入れられない
受け入れられない
受け入れられるが、しかし条件次第である
市場価格に基づいて補償すれば、外遷を希望する
26
41
101
9
11.8
18.6
45.7
4.1
14.7
23.2
57.1
5.1
合 計 177 80.1 100.0
未回答 44 19.9
総合計 221 100.0
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るのか。調査によれば、22％の人の条件は貨幣による補償であり、北京に
おける貨幣補償の一般的な基準は 1平方メートルにつきおよそ 1万元であ
る。もちろん、このような補償基準は住民に受け入れられるが、しかしこれ
に充てる資金を用意するのはかなり難しい。逆に 25％の人が出した条件は
「住宅の用意」である。いわゆる「住宅の用意」とは、中国の住宅撤去に対
する補償モデルの一つであり、この種の補償モデルは国家が公共事業などの
理由で一部の住民に住宅の取り壊し、または移転を求めたときに、政府が当
該住民に新たな住宅を提供するものである。住民は新たな住宅を自分たちで
見に行き、もし条件が良くなければ、引っ越さないため、提供される新たな
住宅は一般的にもとの住宅より少しだけでも良い条件のものであり、家賃も
非常に安い。中国が 1990年代中頃において実施した「住宅体制の市場化改
革」以前は「住宅の用意」は多数の住民に比較的歓迎される撤去移転モデル
であった。しかし、1990年代中頃に実行された「住宅体制の市場化改革」
以降、「住宅の用意」はほとんどその可能性を失った。かつて住宅が用意で
きたのは、改革以前のほとんどの住宅が公有だったからで、住民をある「公
有住宅」から他の「公有住宅」に移転させることは比較的容易であった。そ
してもとの住宅も移転後も共に賃貸関係であり、公有住宅の家賃も非常に低
かった。しかし 1990年代中頃の都市住宅体制改革以降、都市の公有住宅体
制が私有住宅体制へと変わり、特に新たに建築された住宅は市場化され、住
民は一律に自分たちで住宅を買うことになった。そのため政府は撤去、移転
する住民のために用意できる住宅を探し求めにくくなった。そして、90年
代中頃以降、大都市における市場化された住宅の価格はとても高くなり、も
し、政府が住宅を買うところまで用意するとなれば、政府はその費用を負担
できないし、価格の高い住宅を買ってまで用意することも非現実的である。
このため、25％の人々が出した要求は事実上満足させることはできない。
このほか、27％の人は「状況をみて」と表明しており、彼らは言うなれば
まだどんな条件で受け入れるかを決めていないのである。これに未回答の 19
％の人を加えると、44％の人はまだどんな条件を求めるかが未決定である
ということになる。これらのことは高い割合の人々がまだまだ決めかねてい
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て変わりやすいことを示している。それに、これらのデータはすべて、57.1
％の人が「外遷を受け入れられる」ことを示しているが、しかし、出してく
る条件はそう簡単に満足されるものでなく、その結果、外遷はとても難しい
ことを物語っている。
3. 6 住民の「自主改造」についての態度
いわゆる「自主改造」とは、旧市街区域保護計画の要求に従って住民が自
ら投資して住宅の改造と修繕を行うことである。すでに触れたように、1990
年以来、当該地区の約 8割の住民は程度こそ異なるものの、何らかの住宅修
繕を行ってきた。しかし、これらの修繕はただ、住民が自分たち自身の居住
条件を改善するためであって、旧市街区域保護計画とは無関係であり、もの
によっては修繕が本来の屋敷のたたずまいを破壊さえしてしまっている。故
に、この種の修繕はここで言う特別な意義の「自主改造」に属さない。「自
主改造」はまだとても難しい。それには 2つの大きな理由がある。第一に、
旧市街区域保護計画に従って改造と修繕を行うことを求めるのに対して、住
民は往々にして旧市街区域保護は公的な事柄であり、なぜ我々が金を出さな
ければならないのかと考えるということ。第二に、当該地区の状況は数多く
の屋敷の場合、他の住民とともに一つの敷地を共有して住んでいる（俗に
「大雑院」と称される）ためである。以上のことから「自主改造」には住民
間の相互協力が求められる。しかし、調査によれば、住民同士の協力は非常
に困難なことが明らかになった。
多数の住民は「自主改造」にあまり賛同しない。それは住民自身の参加願
望はもちろんのこと、当該地区で実施されるこの種の改造モデルの可能性、
あるいは、近くの屋敷または居住者が共同出資して改造することの可能性の
いずれも、大体 60％の人々が否定的な答え（つまり「完全に不可能」、また
は「不可能」）を出していることから分かる（表 8と表 9を参照）。もちろ
ん、ここで無視できないのは住民のほとんどは、住民が共同出資する「自主
改造」の方式に同意していることである。その割合はそれぞれ 40.9％ と
15.9％である。そこで、第四節においては住民の異なる希望に基づいて制定
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表 8 もし協力組織を作り、住民共同出資による自主改造の方法をとった場合、
あなたの家族はどの程度参加するか？
回答数 パーセンテージ 有効パーセンテージ
完全不可能
不可能
可能性あり
完全可能
40
70
60
16
18.1
31.7
27.1
7.2
21.5
37.6
32.3
8.6
合 計 186 84.2 100.0
システム欠損値 35 15.8
総合計 221 100.0
表 9 あなたはこの地区で推進する住民共同出資による改造の可能性について
どう思うか？
回答数 パーセンテージ 有効パーセンテージ
完全不可能
不可能
可能性あり
完全可能
未定
36
89
27
2
29
16.3
40.3
12.2
0.9
13.1
19.7
48.6
14.8
1.1
15.8
合 計 183 82.8 100.0
システム欠損値 38 17.2
総合計 221 100.0
表 10 住民の共同出資による自主改造が難しい主な理由（多項目選択問題）
住民の共同出資による改造が難しい主な理由 回答数 パーセンテージ
住民を組織できない
皆の意見が一致しない
住民間に不公平な状況が生じる可能性がある
リードする人がいない
外遷しない住民が外遷する住民の保証金を拠出できない
政府が支持しない
皆が外遷を望まない
成功した先例がない
改造に効果が見当たらない
そのほか
62
44
19
14
13
9
8
3
3
32
52.5
37.3
16.1
11.9
11.0
7.6
6.8
2.5
2.5
27.1
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する多元的な対策を立てることにしよう。
では、なぜ多数の住民が住民による共同出資での「自主改造」は実現しが
たいと思っているのだろうか。さらに調査を進めていくと、「住民を組織で
きない」が 52.5％で、「皆の意見が一致しない」が 37.3％、「住民間に不公
平な状況が生じる可能性がある」が 16.1％いることがわかった（表 10を参
照）。
4 該当地域の保護と「改造」の基本原則
以上の分析を通して、読者は本論文が叙述する北京の旧市街区域の保護と
改造の含意に対する基本的な理解が得られたと思われる。ここからは本論文
のはじめに述べた困難と難題について、どのような対処方法がとれるかにつ
いて分析してみる。本論文のはじめにすでに取り上げた 4つの難題とは、す
なわち保護と改造の間にある矛盾、外遷と回遷の矛盾、住宅所有権の難題と
資金困難であった。これまで紹介してきた調査データは本論文が出した 4つ
の難題という仮説が実状に合致していることを証明するのにほとんど十分と
考える。では、どうすれば良いか。
本論文は当該地区の住民状況、住宅状況と住民の願望についての地道な分
析に基づいて、北京旧市街区域の保護と改造について以下の三箇条の基本原
則を提示する。もしこれら三箇条の基本原則が守られれば、上述した矛盾は
緩和され、解決を促すことができると考える。
第一箇条の基本原則は「歴史文化保護区の保護計画を遵守し、保護区内に
ある老朽住宅に対して区別対処政策をとるべし」である。
2000年 7月から始まった「北京旧市街区域 25ブロックの歴史文化保護区
の保護計画」と 2002年 10月に出された第 2弾の 15個の歴史文化保護区計
画、さらには 2002年 10月の「北京皇城7）保護計画」等がある。これらの計
画は長期間にわたる下準備研究を経て、多くの専門の力が保護計画の編制に
参加し、最終的には専門家の審議を通して決定され、市政府の許可を得た。
これらの計画の編制と保護更新の原則8）は、比較的全面的に現在の北京の歴
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史文化保護区の現状と発展の方向を概括しているため、厳格に遵守すべきで
ある。居住条件の改善のために歴史文物を破壊してはならない。しかし、他
方で必要なのは、老朽住宅を区別して扱うべきということであり、すでに危
険な状態にある住宅に対しては直ちに修繕と改造を行うべきである。調査か
らは当該地区のいくらかの住宅は歴史文物に属さないものがあることがわか
り、これらの住宅に対してはなおさら区別して対処する策略をとるべきであ
る。
第二箇条の原則は「小規模で漸進的な方式をとり、多様な基準をもつ更新
改造モデルをとる」である。
ここでいう小規模とは、大面積の撤去と移転による改造ではなく、家屋あ
るいは屋敷を基本単位にしての更新改造を指す。このような方法は当該地区
の異なる屋敷と家庭にもっとも適合できると考える。そしていわゆる漸進方
式とは、目先の成功や利益を得ようと焦るような改造方式をとるのではな
く、順序と段階を分け温和な方法をとることである。これまでの旧市街区域
改造からの教訓は大規模の緊急な改造をしてしまったがために、様々な複雑
な状況を見逃してしまい、結果的に歴史文化を保護できなかっただけでな
く、住民の望みに対しても満足させることができなかった。また、「漸進方
式」は期間と段階を分けて、徐々に新しくしていくモデルのことである。本
論文が提示する中心的構想とは、政府が政策を出し、住民が自らそれを選択
し、一歩一歩改造していくというものである。これには 3つの利点がある。
第一に、住民には自分がおかれている真の状況を吐露してもらい、政府が区
別して対処するときに便利であるということ。第二に、強制改造ではないた
め、住民及び保護と改造の衝突を緩和できるということ。第三に、徐々に改
造していくことは一度にすべての問題解決を求めていないので、だんだんと
矛盾を解決していくことができるということである。さらに、いわゆる「基
準多様化」とは、「統一規格モデル」をとらないことを意味する。なぜな
ら、「統一規格モデル」は他地区の旧市街区域の保護と改造における住民と
政府の矛盾を激化した重要な原因の一つであったからである。また、「多様
化」はいわば、旧市街区域の屋敷と家屋の実情に基づいて対策をとることで
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ある。
「小規模で漸進的な方式をとり、多様な基準をもつ更新改造モデルをと
る」の原則によって、住民の居住状況改善の重要な実現に向けて、我々は 4
つのレベルに概括することができると考える。第一に、家屋を守ること、第
二に、増築部分を撤去すること、第三に、衛生設備を各住宅内に設置するこ
と、第四に、住宅のセット化。以下では、これらのレベルの基本的な意味に
ついて説明する。第一の家屋を守ることは、実際の一人あたりの建築面積が
変化しないことを前提に、現在の生活設備と住宅状況を改善することであ
る。このことは電気使用量、汚水排出、屋根の水漏れ、住宅構造の損壊など
の問題を解決すること、壁の塗り直しと住宅の修繕を適宜行うこと、現在あ
る空間と住宅のたたずまいの維持に基づいて修繕を行い、住民を外遷せず
に、必要でなければ一般的には現在ある住宅を取り壊さないこと、を含む。
第二に、増築と屋敷の構造を壊してしまった違法な増築住宅を取り壊し、全
体の居住環境を改善する。このことは家屋の維持に基づいて、屋敷にある違
法に増築した部分の撤去と屋敷内の舗装と緑化を行い、賃貸と所有権改革な
どの措置と合わせながらできることを含む。増築した部分を取り壊すこと
で、実際の一人あたりの居住面積が変わらないことを保つためには、必要に
応じて住民を外遷する。第三に、トイレやバスルーム設備を住宅内におき、
一人あたりの建築面積を適宜拡大する。このこともまた一定の外遷人口問題
を解決しなければならないが。第四に、住宅のセット化。中国建設部の『住
宅建築設計規範』9）に基づけば、セット設計すると各世帯の住宅境界線は明
確で独立した一軒である必要があり、各住宅は少なくとも寝室、居間、台
所、トイレやバスルームなどの基本空間を備えていなければならない。これ
らの機能をもつ空間は他の世帯と共用してはならず、住宅内に設置し、かつ
一定面積の基準に合うことが求められる。
第三箇条の原則は「住民の願望を尊重し、社会の矛盾を減少すること」で
ある。
本論文は全面的な調査研究を通して、住民の願望を理解すべきであると考
えている。政策の枠組み形成と計画設計のもとで、住民と座談会などの交流
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形式を通して誤解を解きつつ、かつ人口の分散と投資激励、多基準の改造な
どの具体的な政策に協力してもらうように、できるだけ外遷によって引き起
こす住民の矛盾を減らす。
今回の調査研究から、住民の意見と望みは比較的多元的であり、異なる人
には異なる考え方があって、意見を統一するのが難しいことがわかった。こ
のことは政府に異なる状況に応じて多元的な対策をとることを求めていると
いうことを意味している。例えば、住民の外遷問題において、57.1％の住民
は「外遷を受け入れられるが、しかし条件次第である」と表明している。し
かしながら、住民が求める条件は不一致であり、住民は望みに応じて多様な
条件を提示することを政府に求めている。例えば、政府は貨幣による補償を
通して適切で経済的な住宅や安価な中古住宅を販売したり、公有住宅に住み
替えたり、廉価な家賃で貸すなど多様な外遷に対する補償方式を採用するこ
とから、住民の異なる要求を満足させて人口分散の難しさを軽減する。
また、例えば、改造更新モデルに関して、政府が当該地区での大規模な改
造を行わないという前提を明確に出したうえ、何種類かの選択肢を住民に提
供することができる。本論文はさらに 4つの選択肢を推奨する。第一に、外
遷を望む者は平方メートルごとに一定金額の補償を受け取れること（もちろ
ん、これには試算が必要である）。第二に、政府の一斉改造への参加希望者
に対しては、元の面積の改造費用と新たに増築した面積の費用を区別する必
要があり、それにより異なる補償を与えること。第三に、住民が共同出資
し、自主改造を行うことを希望する者に対しては、政府は適切な補償を与
え、住民に自ら計画を報告し許可を得るようにさせること。第四に、改造に
参加しない者については、その住宅の現状は保護計画が制定する基準に合う
べきであること。以上の各項目は経済的な試算を行うことにより、価格と基
準を確定する必要がある。政策を公布してから、住民が政府機関に自らの希
望を届け出る。そして最終的な統計に基づいて政府が屋敷の住宅について調
査を行い、改造を希望しない住民を集中させ、いくつかの屋敷を空っぽに
し、統一した一斉改造を行う。このように最初はごく一部の改造を行うこと
から始まるが、しかしモデルを示すことで、形勢をうかがい、待っていた一
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部の住民は最後に改造に参加し、最終的には「回転式改造」を形成してい
く。
このほか、特定項目に対する政府補償の方法をとることで、住民自らが積
極的に改善する方向へと促していく。外国の経験からみれば、特定項目への
政府補償は住民自らが改善することへと促す重要な措置である。日本を例に
挙げれば、住民が自主的に自らの住宅を文化財であると政府に申告する。こ
の住民の行動を促しているのはいったん政府の批准をえられれば、相当な住
宅修繕補償が獲得できるからである。このため、計画に従って改造を行う住
民に対して、すべて政府の一定金額の補償が得られるようにすることを考慮
にいれてもいいと考える。逆に言えば、改造に参加しない者には補償が得ら
れないのである。
さらに、長期の低利息の政策性質をもつローンを用いて、住民の投資規模
を促す方法もある。当該地区の住民は低収入状況にある。少数の極めて貧し
い家庭を除けば、かなりの数の家庭は相対的に安定した低水準の収入状況に
あるため、改造の願望はあっても一括改造にともなう費用の負担ができない
のである。そこで、低利息で長期的な政策性質をもつ少額ローンは住民の改
造に入れる力の度合いと投資規模を促進することができる。
これら以外に、政府は困難のある家庭に関心を注ぐべきである。困難があ
る家庭は 2種類の状況に分けることができる。それはすなわち「居住困難家
庭」と「経済困難家庭」である。「居住困難家庭」は必ずしも「経済困難家
庭」であるとは限らない。しかし、その居住面積が狭いために、現行の撤去
・移転補償政策に従えば、非常に少ない補償しかえられないことになる。こ
の種の状況は一方では彼らが外遷することに対する積極性を大幅に低下させ
ているだけではなく、他方において低すぎた外遷に充てられる補償が原因
で、新たに住宅を購入する費用を負担することもできない。このような実状
があるなかで、一人あたりの建築面積が過小な家庭に対しては均衡措置をと
るべきである。例えば、一人あたりの建築面積が「5平方メートル以下」の
場合は、一律一人あたり 5平方メートル分を補頡する補償策がとれる。また
本当の「経済困難家庭」──なかには「都市貧困レベル」より低い人、ある
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いは障害者など──に対しては、外遷または回遷を問わず、彼らの生活負担
能力を考慮すべきである。おしなべて言えば、異なる階層にある住民が一地
区に混じって住むというのは、歴史における北京城の特有な居住形式であ
る。そしてこの特色を保つことは什刹海地区の北京「市井文化」の体現であ
ると同時に、現代住宅設計理論と実践が唱導する方法でもある。
5 調査方法に関して今回の調査研究から学ぶこと
今回の調査は、将来の調査に調査方法に関する経験を提供できる。よっ
て、ここでまとめておくに値するところが少なくない。
第一、今回の調査が比較的成功した部分についてである。今回の調査は北
京市西城区の地方政府と共同で行ったため、調査のなかで政府の末端組織の
積極的な協力を得て、なかでもとりわけ「居民委員会」の協力が今回の調査
が成功するもっとも重要な条件であった。中国社会は行政が主導する社会で
あるため、調査には政府の力を借りる必要がある。政府の協力でもっとも鍵
となるのはやはり末端組織の「居民委員会」の具体的な責任者の協力であ
る。居民委員会の主任と委員には今回の調査において多大な援助を提供して
頂いた。一部の調査しにくい住民について、居民委員会主任あるいは委員が
自ら挨拶に出向いて頂いてはじめて、順調に訪問できたのである。
もちろん、末端政府に頼る調査にも、一定の問題が存在している。末端政
府と「居民委員会」の人員は調査協力をするときに、しばしば一定の目的を
もっている。例えば、調査によって当該地区の良くない問題が暴露されるこ
とを危惧したり、また中国の末端組織には一般的に「良いことは報告する
が、憂うことは報告せず」に済ませることや、上級機関の検査をいい加減に
ごまかす等々の心理が存在していることが多い。彼らがこのような心理をも
っているため、ときに調査の質に影響を与える。
これに加えて、「居民委員会」の人員、あるいは居民小組長が当該地区の
状況を熟知していることは利点である。しかし、彼らはしばしば普段の仕事
のときに住民と様々な利害関係あるいは矛盾を抱えている。例えば、今回の
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住宅改革調査においても、「居民委員会」の人員が自身の利益をなかに巻き
込んだことで、調査の正確性に影響を与えたものもいる。
このように、「居民委員会」の人員に頼ることには、利点と欠点の両者が
同時に存在している。故に、末端組織に頼って調査を行うときに、これらの
「主観的な目的」によって調査に歪みを来すことを防ぐことについては注意
を払う必要がある。
第二に、今回の調査で北京市の住民はますます「自己保護意識」が高まっ
てきたことがわかった。十年前の調査と比較すると、十年前の北京ないし全
国の「訪問調査」は比較的容易であった。住民は一般的に調査員が彼らの
家、部屋に入ることを許していたのに対して、現在では多くの住民は調査員
を自分たちの家や部屋に入れたがらない。今回は「居民委員会」の人員の協
力があってはじめて、訪問調査を許した住民もいた。今回の調査では住民の
すべての部屋に入る必要があった。それは、部屋の面積を測るためであっ
た。また、十年前なら住民の収入について尋ねたとしても、当時大多数の住
民の収入がまだそれほど高くないためか、ふつう偽りなく話してくれてい
た。しかし、今回の調査では、住民が収入について回答するときに比較的迷
いがみられ、「居民委員会」の人員の協力があるとは言え、答えた収入状況
の正確性は判断しにくい。
これ以外に、「居民委員会」の人員が説得しても一部の住民は訪問を拒否
した。なぜなら、彼らは調査が彼らのプライバシーを侵害すると思っている
からである。または我々がいくらノックしても家のなかに人がいて、話して
いることが明らかであっても、居留守を使い、ドアを開けようとしなかっ
た。故に、今回の調査は本来、296戸の住民を訪問する計画であったが、結
局、訪問拒否などが原因で、一部の住宅に訪問できず、最終的に調査を完成
し、得られた有効回答数は 221部である。
このように、中国の大都市で「訪問調査」を行うことはますます困難にな
ると予見できる。今回調査した住宅は基本的にすべてが平屋であった。も
し、それがマンション住民であれば、我々のかつての経験によれば、調査の
難易度はさらに高まる。大都市のマンションの大多数は防衛措置がさらに厳
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密で、住民の警戒心も一層強い。一般的にマンションの住民は見ず知らずの
人にドアを開けない。このため、今回の調査が成功したのはある一定の程度
において平屋地区にあることと関連している。もし、これがマンション地区
であれば、「居民委員会」の人員の助けがあっても、回答比率はかなり低く
なっていたと考えられる。我々の過去の経験によると、マンション地区での
調査は管理人のような人を見つける必要があり、マンションの状況に詳しい
彼らは調査協力できる。
第三、住民の調査拒否と警戒意識は社会の治安状況も影響している。中国
は迅速な経済発展と同時に、大都市での社会治安状況も悪化の傾向が現れて
いる。今回の調査で、一部の住民は安全意識、警戒心から、調査員を信頼し
ていない。例えば、今回の調査中に、我々はすべての学生に学生証を携帯す
ることを求めていて、調査時に住民に示して住民に我々の調査員を信頼させ
ようとした。しかし、学生が彼らの学生証を示した際、今の時代何でも偽物
である可能性があるから、学生証も偽造したものである可能性があると住民
に言われるという状況にも遭遇した。また、我々の調査員がある住民を訪問
するときに、隣の住民はそのことを知りつつも、我々の調査員が訪問しよう
とした際、ドアを閉めて訪問を拒否した例もあった。このように、今後の調
査が順調に行うことができるかどうかは同時に、大都市の治安状況が改善で
きるかどうかとも関わっている。
第四、外来人口も今回の調査にあたっての一つの難題であった。我々の過
去の研究によれば、北京には北京の正式な戸籍をもたない 450万人の外来人
口がいる。今回の調査対象である什刹海地区は外来人口がもっとも集中して
いる区域ではないにしても、平屋ではいくらかの外来人口が居住している。
本居住民に対して、我々の調査はまた相対的にいくらか容易であった。しか
し、外来住民に対しては一方に彼らの様々な警戒心のもとで、問題について
答えたがらず、他方に、大家もこれらの外来住民の状況を教えたがらない。
これらの外来住民は基本的に昼間は家に居ない。普通「居民委員会」の人員
も正式な本居住民の状況には詳しいが、外来住民の状況には詳しくないので
ある。さらに、本居住民が住宅を外来者に貸すというのは北京市の規定によ
北京市什刹海地区における住民の居住状況と都市保護改造についての調査研究 281
れば、家賃収入に対しても個人所得税を納付しなければならないことになっ
ている。このこともあって、多くの住民は納税のことが心配で外来住民の状
況を意図的に隠したり、協力したがらなかったりした。このため、調査にお
いて外来住民の真の状況をいかに反映させるかは依然として難題である。
第五、今回の調査から、北京の住民の外出率は比較的高く、故に住民が留
守している状況によく出くわした。このことは十年以前の北京地区の調査と
比較すると、比率はかなり高くなっている。住民の留守に出くわすと、我々
の訪問にかかる時間は大幅に増加することになる。ときには 2、3回訪問し
ても留守しているケースもあった。我々の試算からでは、昼間に住民が家に
いる確率は大体 20−30％くらいで、大多数の人は夜の 19時以後になってか
ら家に戻る。訪問を夜に行うことにも多くの欠点がある。夜に調査を行うと
住民はしばしば強い警戒心が働き、調査効果が影響を受けてしまう。実際に
夜に調査ができる時間帯は 19時から 21時の間の 2時間に限られてしまって
いた。なぜなら、21 時をすぎると住民はしばしば訪問拒否した。このた
め、実際に調査の時間は比較的有限であった。それと同時に、時間が遅すぎ
ると調査員自身も安全ではない。総じて言えば、住民が留守する状況も調査
の難易度を増した。
第六、今回の調査は清華大学社会学部と建築学部による協力作業である。
社会学の人たちはかねてから社会調査とアンケート調査に長じており、建築
学の人たちは図面を作成することに優れている。今回の調査は社会経済的要
素と都市空間要素という二側面に関わっているため、社会学と建築学の人が
共同参与し、それぞれの長所を発揮し、成功した提携であったと言える。ま
た、今回の調査が証明しているように、住宅の計画、改造と建設は人々にサ
ービスを提供することが最優先であるため、計画、改造と建設は住民を満足
させなければならない。ゆえに、住宅の建築において、社会学が参与する余
地は大いにあるのである。また、今回の調査以降、清華大学の社会学部と建
築学部による中国の都市計画に参与した協力作業はさらに増えている。
以上は調査方法についてのまとめであり、以後の調査の参考とする。
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注１）訳注：本訳文は中国語にある「改造」をそのまま訳出した。「開発」、「再開
発」と訳すことも可能であったが、しかし、「開発」、「再開発」には経済発展的
な意図が含意されることが多く、ここでいう「改造」は完全に住民の居住と生活
条件の改善を意図したものである。
２）訳注：四合院とは中央に四角い庭を囲んで四方に家を建てるという北京あたり
の標準的な住宅のことである。
３）原注：中国で職業高校は職業教育に重点をおく高校教育の一種である。
４）訳注：2005年 9月 16日現在、1人民元＝13.67円。
５）原注：中国での住宅品質は 5種類に分類されている。1類はもっとも良く、5
類はもっとも悪いランクにあるとされる。このほかは同様に類推する。
６）原注：「多項目選択問題」とは被験者が一項目以上の回答項目を選択できるも
ので、故に総計は 100％を超える。
７）原注：いわゆる「北京皇城」の範囲は東が東皇城根で、南が現存の長安街北側
の紅牆、北は平安大街、西は西皇城根南北街、霊境胡同、府右街道路紅線中心線
である。皇城内は 8カ所の国家重点文物保護単位があり、そのほかに文物保護単
位は 29カ所、名簿に載っている文物の全面調査を行うのは 34カ所で、14ブロ
ックの歴史文化保護区がある。
８）原注：ここでいう計画は「北京旧市街区域 25ブロックの歴史文化保護区の保
護計画」と「北京皇城保護計画」であり、「保護更新」はすなわち本論文でいう
保護と改造である。この 2つの計画は北京旧市街区域の「保護更新」の基本原則
を打ち出した。
９）原注：この『住宅建築設計規範』は中国人民共和国建設部の批准を得て、1999
年 6月 1日より施行している。
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This research report is the new one that the content that had been reported by
Professor Li Qiang in the first international symposium of the Kwansei Gakuin
University 21st century COE Program “The Uses of Social Research in Various
Contexts”, on October 8, 2003. For this time, Prof. Li expanded on the cases and
rewrote.
The member of the Research Group of Tsinghua University is as follows. Li
Qiang (Leader), Zuo Chuan (Subleader), Bian Lan Chun, Xiao Lin, Shao Lei, Wu
Chun, Ye Peng Fei, Li Yang, Chen Zhen Hua, Jing Zhong Jie, Zhang Hai Hui, Bi
Xiang Yang et al. (Text by Editorial Committee).
■Abstract
This Research group carried out a survey on the daily life of residents, and
on the condition of their housing in the Shi-Cha-Hai district of Beijing. This paper
reports and analyzes the results of the survey. The Shi-Cha-Hai District is located
in the centre of Beijing, and is an important historically and culturally protected
district in the Beijing area. This appears a contradiction in terms of management :
on one hand it is a historic, culturally protected district, whereas on the other hand
it is a crowded residential area. This report gives a comprehensive analysis of resi-
dents’ daily life, activities, living conditions and attitudes. Based on these studies,
this report provides some fundamental principles as regards the conservation and
renewal of Beijing’s old city. The report claims that following these fundamental
principles will help to resolve the above contradictions and problems. This report
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also provides an analysis on survey research methods. Some new tendencies and
problems regarding social surveys in China have been found, and this provides
some new suggestions about social surveys.
Key words : conservation of traditional cities, reconstruction of traditional cities, condition
of residents’ housing, Beijing
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